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国税庁「平成28年版源泉徴収のあらまし」抜粋
報酬・料金等の支払をする者は、その支払の都度所得税及び復興特別所得税（10.21%）を源泉徴収しなければなりません。源泉徴収した所得税及び復興特別所得税は、その報酬・料金等を支払った月の翌月10日までに、「報酬・料金等の所得税徴収高計算書（納付書）」を添えて最寄りの金融機関若しくは所轄の税務署の窓口で納付します。支払者は、その報酬・料金、契約金などについてその支払を受ける者ごとに支払金額や源泉徴収税額などを記載した「支払調書」を作成し、翌年１月３１日までに合計表とともに税務署長に提出しなければならないことになっています。（同一人に対するその年中の支払金額が５万円以下であるものについては支払調書を提出する義務はありません）
【源泉徴収事務マニュアル】
　◎研修会担当者は、
①講師氏名、自宅住所を確認し、「領収書」・「領収書（控）」を準備する。領収書の金額は、税込金額を記載する。（講演料は「一般社団法人山形県臨床検査技師会学術部運営規程」の内規を参考に設定して下さい。）
②講師交通費を支払う場合は、原則公共交通機関等の実費支出とし、「旅費請求書・旅費領収書」を事前に準備する。受領者氏名は空欄にしておく。
③源泉徴収控除後の金額を講師本人へ支払う。実費交通費がある場合は交通費も支払う。
　④「領収書」に印鑑（サイン可）をいただき、「領収書（控）」を講師に渡す。「旅費請求書・旅費領収書」に自筆で受領のサインをいただく。
⑤「個人番号のご提供について（予告のご案内）」を講師にお渡しし説明する。
⑥源泉税発生月の翌月3日までに、「源泉税報告書」に研修会名、日付、講師氏名・自宅住所、支払金額（税込）、源泉徴収税額を記入し、会計部長にメールもしくはFAXで報告する。
　⑥その年度の事業費残金と合わせて、徴収した源泉徴収税を返金する。
　
◎会計部長は
　①研修会担当者から報告を受けた源泉徴収税を、翌月10日までに「報酬・料金等の所得税徴収高計算書（納付書）」を添えて、最寄りの金融機関若しくは所轄の税務署の窓口で納付する。
　②1年間（1月～12月）の報告から、同一人に対する年中の支払金額が5万円以上（税込額）の講師について、「個人番号のご提供のお願い及び利用目的について」の文書でマイナンバー確認の書類と身元（実在）確認の書類の提出を依頼する（簡易書留）。
　③提出書類から「支払調書」を作成し、「合計表」とともに翌年1月31日までに税務署長に提出する。提出が済んだら、講師からの提出書類等は速やかに破棄する。
　
注：講師にお渡しする報酬は車賃、材料費、記念品代、酒こう料等の名義で支払われても源泉徴収の対象になります。講師の交通費は原則公共交通機関等の実費支出となっています（実費の場合は源泉徴収の対象外となります）。それ以外は、講師料同様源泉税を徴収することになります。
